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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　両耳用聴覚システム（２０）の動作方法（１８）であって、前記両耳用聴覚システム（
２０）は、第１の補聴器（２４）および第２の補聴器（２６）を含み、
　前記第１の補聴器（２４）において、第１の基準信号（２８）が、音声信号（２２）か
ら第１の基準マイクロホン（３０）によって生成され、
　前記第２の補聴器（２６）において、第２の基準信号（３６）が、前記音声信号（２２
）から第２の基準マイクロホン（３８）によって生成され、
　前記第１の基準信号（２８）および前記第２の基準信号（３６）は双方とも、第１の両
耳用ビームフォーマ信号（５０）を導出するために使用され、
　少なくともいくつかの周波数帯域に関し、前記第１の基準信号（２８）は、第１の位相
（５４）を導出するために使用され、
　前記いくつかの周波数帯域に関し、第１の出力信号（６２）が、前記第１の両耳用ビー
ムフォーマ信号（５０）および前記第１の位相（５４）から導出される、方法。
【請求項２】
　前記第１の基準信号（２８）および前記第２の基準信号（３６）は双方とも、第２の両
耳用ビームフォーマ信号（５２）を導出するために使用され、
　少なくともさらなるいくつかの周波数帯域に関し、前記第２の基準信号（３６）は、第
２の位相（７６）を導出するために使用され、
　前記さらなるいくつかの周波数帯域に関し、第２の出力信号（７８）は、前記第２の両
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耳用ビームフォーマ信号（５２）および前記第２の位相（７６）から導出される、請求項
１に記載の方法（１８）。
【請求項３】
　前記いくつかの周波数帯域において、
　前記第１の両耳用ビームフォーマ信号（５０）は、その大きさ成分（５６）および位相
成分（５８）に分解され、
　前記第１の出力信号（６２）は、前記第１の両耳用ビームフォーマ信号（５０）の前記
大きさ成分（５６）および前記第１の位相（５４）を使用して導出される、請求項１また
は請求項２に記載の方法（１８）。
【請求項４】
　前記いくつかの周波数帯域において、
　前記第１の出力信号（６２）の前記大きさ成分は、前記第１の両耳用ビームフォーマ信
号（５０）の前記大きさ成分（５６）によって与えられ、
　前記第１の出力信号（６２）の前記位相成分は、前記第１の位相（５４）によって与え
られる、請求項３に記載の方法（１８）。
【請求項５】
　前記第１の補聴器（２４）において、第１の補足信号（３２）が、前記音声信号（２２
）から第１の補足マイクロホン（３４）によって生成される、請求項１～４のいずれか１
項に記載の方法（１８）。
【請求項６】
　前記第１の基準信号（２８）および前記第１の補足信号（３２）は、前記第１の位相（
５４）を導出するために使用される、請求項５に記載の方法（１８）。
【請求項７】
　前記第１の基準信号（２８）および前記第１の補足信号（３２）から、第１の前処理済
信号（４４）が導出され、
　前記いくつかの周波数帯域において、前記第１の位相（５４）は、前記第１の前処理済
信号（４４）の位相によって与えられる、請求項６に記載の方法（１８）。
【請求項８】
　前記第１の前処理済信号（４４）は、前記第１の両耳用ビームフォーマ信号（５０）を
獲得するために使用される、請求項７に記載の方法（１８）。
【請求項９】
　前記第２の補聴器（２６）において、第２の補足信号（４０）が、前記音声信号（２２
）から第２の補足マイクロホン（４２）によって生成される、請求項１～８のいずれか１
項に記載の方法（１８）。
【請求項１０】
　前記第２の基準信号（３６）および前記第２の補足信号（４０）から、第２の前処理済
信号（４６）が導出される、請求項９に記載の方法（１８）。
【請求項１１】
　前記第２の前処理済信号（４６）は、前記第１の両耳用ビームフォーマ信号（５０）を
獲得するために使用される、請求項１０に記載の方法（１８）。
【請求項１２】
　第１の補聴器（２４）および第２の補聴器（２６）およびシグナルプロセッサを含む両
耳用聴覚システム（２０）であって、前記シグナルプロセッサは、請求項１～１１のいず
れか１項に記載の方法（１８）を実行するように構成されている、両耳用聴覚システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、両耳用聴覚システムの動作方法に関し、前記両耳用聴覚システムは、第１の
補聴器および第２の補聴器を含み、第１の補聴器においては、第１の基準信号が、音声信
号から第１の基準マイクロホンによって生成され、第２の補聴器においては、第２の基準
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信号が、音声信号から第２の基準マイクロホンによって生成され、および第１の基準信号
および第２の基準信号は、双方とも、両耳用ビームフォーマ信号を導出するために使用さ
れる。本発明は、さらに、第１の補聴器および第２の補聴器およびシグナルプロセッサを
含む両耳用聴覚システムに関し、前記シグナルプロセッサは、そのような方法を実行する
ように構成されている。
【背景技術】
【０００２】
　現在の最先端技術の両耳用ビームフォーマは、雑音低減をもたらし、かつ標的話者の両
耳キュー（ｂｉｎａｕｒａｌ　ｃｕｅ）を効率的に保持し得る。両耳キュー（バイノーラ
ルキュー）は、音源を局限すなわち音源の位置を特定するために、聞き手の両耳で得られ
る音響情報全てをカバーしている。ここで、両耳用ビームフォーマにおいて、雑音低減を
ビーム形成によって実行する適用例では、ビーム形成によってこの方向からの音を増強す
るため、標的源の両耳キューは、通常は保持される。しかしながら、典型的な音環境はま
た、雑音低減によって低減されるべき残留雑音を含むため、残留雑音の両耳キューが歪め
られ得る。特に、この歪は、音環境の残留雑音が、１つの方向性雑音源であるかまたはい
くつかの方向性雑音源の重ね合わせであるか、または拡散性背景雑音であるかに関わらず
、発生し得る。残留雑音の両耳キューの歪みは、その結果生じる音響シーンの知覚に悪影
響を生じる。
【０００３】
　この問題に対する現在の最先端技術の解決法は、一般に、リアルタイムでの適用例で利
用可能でも測定可能でもないとし得る情報を必要とする。例えば、マルチチャネルウィー
ナーフィルターに基づく解決法は、雑音信号の統計学の知識を必要とし、この解決法は、
標的信号が存在することに起因して、利用可能でも、推定を受け入れることもないとし得
る。同様に、存在するタイプの雑音に関しては、両耳間伝達関数が利用可能であるとの仮
定の下での、両耳間伝達関数を用いる解決法は、動的音環境（ｄｙｎａｍｉｃ　ａｃｏｕ
ｓｔｉｃ　ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔｓ）においても、当てはまらないことが非常に多い。
提案した解決法の別の種類は、両耳出力を生成するために、補聴器または聴覚システムの
両側にある基準マイクロホンのそれぞれに、共通の単一の実数値のスカラーゲインを適用
することによって、雑音ならびに標的の両耳キューを保持している。しかしながら、雑音
低減は、通常のビーム形成方法の場合と比較して、著しく低下される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　それゆえ、本発明の目的は、雑音低減の遂行を可能にする一方、標的音声信号の存在下
で、依然として、残留雑音の両耳キューを可能な限り保持する、両耳用聴覚システムの動
作方法を見つけることにある。方法は、好ましくは、音環境または信号対雑音比（ＳＮＲ
）に対する制約がない状態で、前記目的を達成する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明によれば、その目的は、両耳用聴覚システムの動作方法であって、前記両耳用聴
覚システムは第１の補聴器および第２の補聴器を含み、第１の補聴器において、第１の基
準信号は、音声信号から第１の基準マイクロホンによって生成され、第２の補聴器におい
て、第２の基準信号は、音声信号から第２の基準マイクロホンによって生成され、第１の
基準信号および第２の基準信号は双方とも、第１の両耳用ビームフォーマ信号を導出する
ために使用され、少なくともいくつかの周波数帯域に関し、第１の基準信号は、第１の位
相を導出するために使用され、および前記いくつかの周波数帯域に関し、第１の出力信号
は、第１の両耳用ビームフォーマ信号および第１の位相から導出される、方法によって、
達成される。特定の利点のある実施形態は、従属請求項および下記の説明において与えら
れる。
【０００６】
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　第１の基準マイクロホン、または第２の基準マイクロホンの概念は、それぞれ、音波パ
ターンを受信しかつこの音波パターンを電気信号に変換するように構成されかつそれらを
行うことができる任意のタイプの音響変換器を含む。第１の両耳用ビームフォーマ信号の
概念は、特に、重要な空間感度特性を備える信号を含む。すなわち、一定の音圧レベルを
生成する所与のプローブや、第１の基準マイクロホンと第２の基準マイクロホンとの間の
距離に対して一定距離で遠距離音場に配置されているプローブ基準音源の場合には、プロ
ーブ基準音響発生器に様々な信号レベルを示し、両耳用ビームフォーマ信号は、特に、第
１の基準マイクロホンと第２の基準マイクロホンとの組立体に対するその角度位置が変化
する。このために、第１の基準信号および第２の基準信号は、特に、異なるゲイン係数お
よびおそらくは２つの上述の信号間の遅延をもった線形結合として組み合わせられ得る。
【０００７】
　第１の両耳用ビームフォーマ信号の空間特性は、両耳用聴覚システムの異なる周波数帯
域にわたって変わり得る。第１の基準信号が、第１の位相を導出するために使用される周
波数帯域の数は（前記第１の位相は、それぞれの周波数帯域の各々の第１の出力信号に入
る）、好ましくは同じ方法で、第１の基準信号および第２の基準信号に適用される特定の
フィルタリングプロセスによって実行された周波数分解に依存し得る。周波数帯域の総数
および相互の重なりは、特定の分解、または用いられるフィルタリングプロセスに依存し
得る。
【０００８】
　一般に、ヒトの聴覚は、主として、音源から２つの耳のそれぞれに伝搬されてきた音声
信号の両耳間時間差および両耳間レベル差で主に符号化された、その両耳キューに基づい
て、音源を局限する。両耳間時間差は、音源から両耳までの音波の伝搬時間が異なること
によって、引き起こされる。両耳間レベル差は、主に、頭部の音響陰影によって引き起こ
される。例えば、音源から左側へは、音波は、右耳に到達するよりもわずかに早く左耳に
到達して位相差を生じる一方で、音波は、聞き手の頭部の陰影効果に起因して、右耳にお
けるよりもわずかに高いレベルで左耳に到達する。
【０００９】
　第１の両耳用ビームフォーマ信号の生成におけるビーム形成プロセスは、一般に、所与
の音声信号に対する２つの聴覚の適切な時間関係および適切なレベル関係の双方に損失を
生じさせる。なぜなら、遅延および異なるゲイン係数が、ビーム形成のために第１の基準
信号および第２の基準信号に適用され得るためである。１つの標的音声信号の場合には、
ビームフォーマは、一般に、標的音声信号源の位置の方へ向けられるため、適切な両耳キ
ューは、少なくとも近似的に、再構築され得る。音源がビームフォーマの標的方向に位置
していない音声信号の両耳キューを再構築するために、本発明は、第１の近似として、お
よび簡単にするために、２つの聴覚に到達する音声信号のレベル差に与えられた情報を無
視して、時間的情報のみを考慮する。なぜなら、両耳用聴覚システムとの関連において、
レベル差の情報は、獲得することがより困難となり得るためである。
【００１０】
　変わりやすい音条件に迅速に反応できかつ可能な限りリアルタイムで動作し得る両耳用
聴覚システムを達成するために、前記非標的音声信号の両耳キューの再構築のための時間
的情報は、両耳用聴覚システムの一方の側のみにおける音声信号の位相情報から取られる
。このために、音声信号の周波数は、特に、短期間にわたって静的であるとして近似され
て、音声信号の位相は、第１の基準信号において与えられる振動から直接抽出され得るよ
うにする。好ましくは、第１の基準信号を生成する第１の基準マイクロホンは、第１の出
力信号が供給される両耳用聴覚システムの側に配置される。簡単な方法では、通常は、２
つの聴覚間の時間シフトで符号化される非標的音声信号の時間的情報は、第１の基準信号
からの位相によって近似され、第１の両耳用ビームフォーマ信号と共に第１の出力信号に
供給されて、第１の位相が、非標的音声信号からの両耳キューの復元を支援し得るように
し、および両耳用ビームフォーマ信号がその振幅において所望の雑音低減特性を示すよう
にする。
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【００１１】
　好ましくは、第１の基準信号が第１の位相を導出するために使用されおよび第１の出力
信号が第１の両耳用ビームフォーマ信号および第１の位相から導出される少なくともいく
つかの周波数帯域は、全体的に２ｋＨｚを下回り、最も好ましくは１．５ｋＨｚを下回る
。概して、音響エネルギーのほとんど、それゆえ、第１および第２の基準信号のエネルギ
ーのほとんども、ヒトの音響スペクトルのより低い周波数に集中している。それゆえ、特
に複数の話者または会話聴取状況などの複雑な状況における、聞き手による音響環境の空
間知覚が、より低い周波数範囲においての信号の寄与度によって支配され得ることは、合
理的な仮定とし得る。
【００１２】
　特に２ｋＨｚを下回る低周波数では、両耳間位相差－すなわち、時間シフト－が、両耳
間音声信号レベル差よりも遥かに意味があることは、心理音響学では公知の事実である。
それゆえ、レベル差において与えられた情報を無視するときの情報損失は、少なくとも適
切な周波数帯域に第１の位相を適用することによって得られる全関連情報と比較すると、
小さいと考えられ得るため、両耳キューの復元に重要な影響を及ぼさないが、レベル差を
無視することによって、依然として、プロセスの複雑さを可能な限り低く保つ。
【００１３】
　好ましい実施形態に関し、前記いくつかの周波数帯域では、第１の両耳用ビームフォー
マ信号は、その大きさ成分および位相成分に分解され、および第１の出力信号は、第１の
両耳用ビームフォーマ信号の大きさ成分および第１の位相を使用して導出される。これは
、第１の位相を介して両耳キューを復元しながら、第１の両耳用ビームフォーマ信号の所
望の雑音低減特性を保持するのに、特に効率的な方法である。
【００１４】
　これによって、前記いくつかの周波数帯域では、好ましくは第１の出力信号の大きさ成
分は、第１の両耳用ビームフォーマ信号の大きさ成分によって与えられ、および第１の出
力信号の位相成分は、第１の位相によって与えられる。これは、第１の位相において符号
化された時間的情報を第１の両耳用ビームフォーマ信号に適用するための、特に迅速な計
算（ｆａｓｔ－ｔｏ－ｃａｌｃｕｌａｔｅ）方法である。
【００１５】
　別の好ましい実施形態に関し、第１の補聴器では、第１の補足信号は、音声信号から第
１の補足マイクロホンによって生成される。第１の補足マイクロホンの概念は、音波パタ
ーンを受信しかつこの音波パターンを電気信号に変換するように構成されかつそれらを行
うことができる任意のタイプの音響変換器を含む。最新の両耳用聴覚システム、特に、両
耳用補聴器では、より良好な空間的な音の知覚のために、単一の補聴器において２つ以上
のマイクロホンが用いられ得る。一方の側に２つ以上のマイクロホンを使用することによ
って、他方の側の１つまたは複数のマイクロホンと組み合わせて、より良好なビーム形成
、すなわち、必要な場合には、より狭い指向性を可能にするか、またはビーム形成雑音低
減においてより良好な信号対雑音比を可能にする。特に、第１の補足マイクロホンは、第
１の基準マイクロホンからわずかに離れて第１の補聴器内に配置されて、伝搬する音声信
号が第１の補聴器に衝突するときの、第１の基準マイクロホンに対する小さな時間シフト
を検出できるようにする。
【００１６】
　好ましくは、第１の基準信号および第１の補足信号は、第１の位相を導出するために使
用される。その際に、第１の位相を導出するために第１の基準信号および第１の補足信号
の双方を使用することによって、音声信号源の方向に関する少なくとも暗黙の推論を可能
にするため、伝搬する音声信号に関するより多い量の空間的情報が第１の位相に含まれ得
る。この方向の情報は、－少なくとも、暗黙的に－第１の位相に含まれ得、これにより、
非標的信号の両耳キューの保持または復元を向上させるのを助ける。
【００１７】
　さらに別の好ましい実施形態では、第１の基準信号および第１の補足信号から、第１の
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前処理済信号が導出され、および前記いくつかの周波数帯域では、第１の位相は、第１の
前処理済信号の位相によって与えられる。第１の基準信号および第１の補足信号の前処理
は、方向性のあり得る雑音低減を含み得る。特に、第１の前処理に存在する雑音低減は、
両耳用聴覚システムのユーザの後半球からの音を減衰させ得、前半球からの音が第１の前
処理済信号において増強されるようにする。これは、典型的な会話において、話者の視野
が、話者の対話者、それゆえ、標的源の方に向けられているため、拡散性ざわめき（ｄｉ
ｆｆｕｓｅ　ｂａｂｂｌｅ）、ならびに視野角の外側にいる話者を第１の出力信号におい
て減衰させるようにすることを考慮する。
【００１８】
　これによって、第１の前処理済信号を使用して、第１の両耳用ビームフォーマ信号を獲
得することが特に好都合である。第１の前処理済信号が、第１の補聴器から主信号成分で
あると取られて、第１の両耳用ビームフォーマ信号を入力する場合、すなわち、第１の両
耳用ビームフォーマ信号を獲得するための両耳ビーム形成が、入力として第１の前処理済
信号のみを受信するが、第１の基準信号も第１の補足信号もその個々の成分として受信し
ない場合、両耳キューを復元するために、第１の補聴器からの良好な位相基準が、第１の
前処理済信号の位相によって与えられる。
【００１９】
　さらに、単耳雑音低減を適用するとき、第１の基準信号および第１の補足信号の双方に
含まれる位相情報を保持するために、第１の位相を第１の前処理済信号の位相として特に
有用であると取ることは、雑音－後半球における拡散性ざわめきの、ユーザの後半球にい
る話者からの上述の話への寄与度など－が、第１の前処理済信号のための前処理において
低減されるため、第１の位相には考慮されない。
【００２０】
　好ましくは、第２の補聴器では、第２の補足信号が、音声信号から第２の補足マイクロ
ホンによって生成される。第２の補足マイクロホンの概念は、音波パターンを受信しかつ
この音波パターンを電気信号に変換するように構成されかつそれらを行うことができる任
意のタイプの音響変換器を含む。第２の補足信号が存在することによって、２つの補聴器
のより対称的な処理を可能にする。特に、第１の出力信号は、第１の拡声器を介して、ま
たは、より一般的に、任意の種類の第１の音響発生器によって、一方の聴覚に供給され得
る一方で、第２の出力信号は、第２の拡声器または第２の音響発生器によって、他方の聴
覚に供給され得る。これによって、第１の出力信号は、第１の両耳用ビームフォーマ信号
から上述の方法で生成され、これは、同様に、少なくとも第１の補足信号を用いて生成さ
れる一方で、第２の出力信号は、第２の両耳用ビームフォーマ信号から同様の方法で生成
され、第２の両耳用ビームフォーマ信号は、少なくとも第２の補足信号を用いる。
【００２１】
　好ましくは、第２の基準信号および第２の補足信号から、第２の前処理済信号は導出さ
れる。第２の基準信号および第２の補足信号の前処理は、方向性のあり得る雑音低減を含
み得る。特に、第２の前処理に存在する雑音低減は、両耳用聴覚システムのユーザの後半
球からの音を減衰させ得、前半球からの音が第２の前処理済信号において増強されるよう
にする。第２の基準信号および第２の補足信号の前処理、および上述の対称性の理由に起
因する第２の前処理済信号の導出は、第１の前処理済信号が第１の基準信号および第１の
補足信号から導出されるとき、特に有用である。
【００２２】
　第１の両耳用ビームフォーマ信号を獲得するために第２の前処理済信号を使用すること
は、特に好都合である。第１の前処理済信号が、第１の両耳用ビームフォーマ信号を入力
するために、第１の補聴器からの主信号成分として取られる場合、すなわち、第１の両耳
用ビームフォーマ信号を獲得するための両耳ビーム形成が、第１の前処理済信号のみを入
力として受信するが、第１の基準信号も第１の補足信号もその個々の成分として受信しな
い場合、対称性の理由に起因して、第２の基準信号および第２の補足信号を同様の方法で
、すなわち、前処理によって処理すること、および第１の両耳用ビームフォーマ信号に第
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２の前処理済信号を使用することが有用である。
【００２３】
　さらに、それぞれ第１の前処理済信号および第２の前処理済信号をもたらす前処理ステ
ップでは、特に両耳用聴覚システムのユーザの後半球からくる音を減衰するために、単耳
雑音低減を実行し得る。その後、第１の両耳用ビームフォーマ信号は、第１の前処理済信
号および第２の前処理済信号から獲得され、ユーザの前半球における鋭いビーム形成、お
よび高度の方向性、それゆえ、両耳雑音低減を可能にする。両耳雑音低減によって減衰さ
れる、その前半球における信号成分－例えば、非標的話者からの音－の適切な空間知覚を
維持するために、出力信号の位相に関する位相基準としての第１の位相は、好ましくは第
１の前処理済信号の位相として取られる。
【００２４】
　本発明の別の態様は、第１の補聴器および第２の補聴器およびシグナルプロセッサを含
む両耳用聴覚システムによって与えられ、前記シグナルプロセッサは、上述の方法を実施
するように構成される。両耳用聴覚システムを動作するためのおよびその好ましい実施形
態のための提案した方法の利点は、直接、両耳用聴覚システム自体へ移行され得る。
【００２５】
　上述した本発明の特質および特性ならびに利点を、ここで、実施形態の例の図面を用い
て説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】現在の最新技術の両耳用聴覚システムのユーザおよび５人の話者を含む、会話聴
取状況の概略的な上面図を示す。
【図２】図１による会話聴取状況、ならびに両耳用聴覚システムのユーザによって知覚さ
れる話者の音響ローカライゼーションすなわち局限の概略的な上面図を示す。
【図３】雑音低減がアクティブであるとき、両耳キューの知覚を保持するための、両耳用
聴覚システムの動作方法のブロック図を示す。
【図４】図１で与えられた会話聴取状況、ならびに図３による方法を適用するときに両耳
用聴覚システムのユーザによって知覚される話者の音響ローカライゼーションの概略的な
上面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　互いに対応する部分および可変部分は、いずれの場合も、全ての図面において同じ参照
符号が付される。
【００２８】
　図１には、会話に対応する聴取状況１の概略的な上面図が示されている。現在の最新技
術の両耳用聴覚システム（図示せず）のユーザ２は、所与の瞬間に標的話者４の方へユー
ザの視線を向けているが、話者４、６、８、１０、１２として示されているユーザの会話
の相手によって取り囲まれている。
【００２９】
　現在の最新技術の両耳用聴覚システムは雑音低減を適用して、標的話者４の方向以外の
複数の方向からの雑音を、少なくとも部分的に、両耳ビーム形成システムの両耳ビーム形
成を介して低減することを目指している場合には、標的話者４は、ユーザ２によって、適
切な方向に知覚されるであろう。しかしながら、他の非標的話者６、８、１０、１２は、
ユーザ２によって知覚されるように両耳ビーム形成補聴器の出力信号の信号量が減衰され
ていることは別として、両耳ビーム形成に起因して、標的話者４に焦点を合わせているユ
ーザ２に話しかけるときに、非標的話者の両耳キューが歪められることを示しており、こ
のことは、ユーザ２の知覚において、非標的話者６、８、１０、１２の音響ローカライゼ
ーションを不適切に知覚させてしまい得る。
【００３０】
　これは、図２に概略的に示される。両耳用聴覚システムの出力信号における、標的話者
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４の信号量の会話寄与度に対する、減衰された信号量－おそらくは不定期に生じる－の非
標的話者６、８、１０、１２の会話寄与度は、図１と比較して非標的話者６、８、１０、
１２を縮小して示している。両耳キューの損失は、ユーザ２による、非標的話者６、８、
１０、１２の位置の音響知覚を誤らせる原因となり得る。このことは、ユーザ２は、標的
話者４から空間的に十分に離れている２人の介入する非標的話者６、１２の実際の位置を
見ることができるが、ビーム１４によって示される現在の最新技術の両耳ビーム形成、お
よび雑音低減プロセスによって引き起こされる非標的話者６、１２の両耳キューの損失に
起因して、ユーザ２は、非標的話者６、１２からの寄与度を、あたかも非標的話者が標的
話者４の遥かに近くに位置していたかのように「聞く」ことを意味する。
【００３１】
　図３には、両耳用聴覚システム２０の動作方法１８がブロック図によって示されている
。方法１８は、両耳用聴覚システム２０において雑音低減がアクティブであるとき、音声
信号２２の両耳キューを保持するために、特に有用である。両耳用聴覚システム２０は、
第１の補聴器２４および第２の補聴器２６を含む。第１の補聴器２４では、第１の基準信
号２８は、音声信号２２から第１の基準マイクロホン３０によって生成される一方で、第
１の補足信号３２は、音声信号２２から第１の補足マイクロホン３４によって生成される
。第２の補聴器２６では、第２の基準信号３６は、音声信号２２から第２の基準マイクロ
ホン３８によって生成される一方で、第２の補足信号４０は、音声信号２２から第２の補
足マイクロホン４２によって生成される。第１の基準信号２８および第１の補足信号３２
から、例えば、周波数帯域フィルタリング、単耳雑音低減およびフィードバックキャンセ
ルなどの前処理を用いて、第１の前処理済信号４４が生成される。第１の基準信号２８お
よび第１の補足信号３２から第１の前処理済信号４４を獲得するために適用された正確な
前処理技術は、異なる周波数帯域にわたって変わり得る。第２の基準信号３６および第２
の補足信号４０から、第２の前処理済信号４６が同様の方法で生成される。
【００３２】
　ここでは、第１の補聴器２４および第２の補聴器２６の双方において、両耳ビーム形成
プロセス４８が実施され、各補聴器に対し、帯域幅入力信号として第１の前処理済信号４
４および第２の前処理済信号４６を取り、および第１の補聴器２４において第１の両耳用
ビームフォーマ信号５０を、および第２の補聴器２６において第２の両耳用ビームフォー
マ信号５２をそれぞれ生成する。第１および第２の両耳用ビームフォーマ信号５０、５２
はそれぞれ、第１および第２の基準および補足信号の全ての信号成分によって決定された
空間特性を示し得るため、ナロービーム形成（ｎａｒｒｏｗ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ）
によって非常に効率的な雑音低減および話者支援強化への道を開く。第１の両耳用ビーム
フォーマ信号５０に関する空間特性は、異なる周波数帯域にわたって変化してもよく、お
よび第２の両耳用ビームフォーマ信号５２に関しても同様である。
【００３３】
　それゆえ、第１および第２の両耳用ビームフォーマ信号５０、５２は、それぞれ、所与
の標的信号、ならびに非常に明確に定義されたナロービームに対し、非常に良好なＳＮＲ
を示し得る。しかしながら、音源がビームの方向の外側にある非標的音声信号の場合には
、ビーム形成は両耳キューを歪めて、非標的音源の空間的位置が、両耳用聴覚システム２
０のユーザ２によって、例えば図２に示すように、標的音源のより近くにあると、間違っ
て知覚されるようになってしまう。このために、両耳キューは、補聴器の拡声器によって
出力される出力信号の生成前に、方法１８によって復元される。
【００３４】
　第１の補聴器２４では、第１の位相５４が、第１の前処理済信号４４から取り出される
。第１の両耳用ビームフォーマ信号５０は、その大きさ５６およびその位相５８に分解さ
れ、およびいくつかの周波数帯域、好ましくは２ｋＨｚを下回る少なくともいくつかの周
波数帯域に関しては、第１の両耳用ビームフォーマ信号５０の位相５８を、第１の位相５
４によって置換する。他の周波数帯域に関しては、特に２ｋＨｚを上回る少なくともいく
つかの帯域に関しては、そのような置換を実行しない。第１の両耳用ビームフォーマ信号
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５０の大きさ５６を維持しながら、対応する周波数帯域において第１の両耳用ビームフォ
ーマ信号５０に第１の位相５４－第１の前処理済信号４４の位相によって与えられる－を
差し込むことによる両耳キューの再構成６０後、再構成６０の結果として生じる信号は、
第１の出力信号６２であると定義される。第１の出力信号６２は、それを、第１の補聴器
２４のいくつかの第１の拡声器（図示せず）を介して、ユーザ２の一方の聴覚に出力する
前に、さらなる非方向性音処理（図示せず）を適用することによって、処理してもよい。
いくつかの周波数帯域、特に２ｋＨｚを上回る周波数帯域に関しては、再構成６０は必須
ではないかもしれず、および第１の出力信号６２は、第１の両耳用ビームフォーマ信号５
０によって直接与えられ得る。
【００３５】
　第２の補聴器２６における両耳キューの再構成７０は、第１の補聴器２４の再構成６０
と同様の方法で実施される。第２の両耳用ビームフォーマ信号５２は、その位相７２およ
びその大きさ７４に分解され、および第２の位相７６は、第２の前処理済信号４６から抽
出される。少なくともいくつかの周波数帯域－それらのいくつかは好ましくは２ｋＨｚを
下回る－では、第２の位相７６は、第２の両耳用ビームフォーマ信号５２の分解成分に差
し込まれ、後者の位相７２と置き換わる。再構成７０が実行されている、対応する周波数
帯域における第２の出力信号７８は、第２の位相７６を有した、第２の両耳用ビームフォ
ーマ信号５２の大きさ７４によって与えられる。
【００３６】
　第１の出力信号に関し、再構成６０によって両耳キューを復元するとき、第１の出力信
号６２のための位相情報は、全体的に第１の前処理済信号４４から抽出され、それゆえ、
第１の補聴器２４では、全体的に、音声信号２２の位相によって決定される。一方では、
標的音源とは異なる方向に配置された音源からの両耳ビーム形成プロセス抑制音に基づく
雑音低減プロセスは、非標的音声信号の両耳キュー、すなわち、音源が標的方向に配置さ
れていない音声信号成分を歪め得る。これらの音声信号がいずれにせよ両耳ビーム形成に
よって抑制され、かつ「会話的に関係がある」と知覚されないかもしれなくても、これら
音声信号は、依然として、ユーザの聴取環境における音響シーンのユーザ２の知覚に重要
な影響を与える。そこで、これらの非標的音声信号の歪められた両耳キューは、非標的音
源の音響知覚と、ユーザが見るときのそれらの実際の位置との不一致を生じ得る。１つの
補聴器から、その補聴器の出力信号の位相であるとして取られる位相情報は、両耳キュー
を復元するために、ユーザ２が適切な時間的なシフトおよび遅延を知覚できるようにする
。
【００３７】
　それゆえ、図４に、図１で与えられた聴取状況１の上面図で概略的に示すように、ユー
ザ２は、ここでは、非標的話者６、１２を、標的話者４に対して、ユーザが非標的話者を
見ているのと同じ位置に、音響的に配置している。
【００３８】
　好ましい実施形態の例の助けを借りて、本発明を図示しかつ詳細に説明したが、本発明
は、この例に制限されるわけではない。他の変形例は、本発明の保護範囲を逸脱すること
なく、当業者によって導出され得る。
【符号の説明】
【００３９】
　１　聴取状況
　２　（両耳用聴覚システムの）ユーザ
　４　標的話者
　６～１２　非標的話者
　１４　ビーム
　１８　両耳用聴覚システムの動作方法
　２０　両耳用聴覚システム
　２２　音声信号
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　２４　第１の補聴器
　２６　第２の補聴器
　２８　第１の基準信号
　３０　第１の基準マイクロホン
　３２　第１の補足信号
　３４　第１の補足マイクロホン
　３６　第２の基準信号
　３８　第２の基準マイクロホン
　４０　第２の補足信号
　４２　第２の補足マイクロホン
　４４　第１の前処理済信号
　４６　第２の前処理済信号
　４８　両耳ビーム形成プロセス
　５０　第１の両耳用ビームフォーマ信号
　５２　第２の両耳用ビームフォーマ信号
　５４　第１の位相
　５６　第１の両耳用ビームフォーマ信号の大きさ
　５８　第１の両耳用ビームフォーマ信号の位相
　６０　再構成
　６２　第１の出力信号
　７０　再構成
　７２　第２の両耳用ビームフォーマ信号の位相
　７４　第２の両耳用ビームフォーマ信号の大きさ
　７６　第２の位相
　７８　第２の出力信号
【図１】

【図２】

【図３】
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